関連条文

・児童虐待の防止等に関する法律
（児童虐待に係る通告）
第六条　児童虐待を受けた児童を発見した者は、速やかに、これを児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十五条の規定により通告しなければならない。
２　刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の

規定は、児童虐待を受けた児童を発見した場合における児童福祉法第二十五条の規定による

通告をする義務の遵守を妨げるものと解釈してはならない。
第7条 児童相談所又は福祉事務所が児童虐待を受けた児童に係る児童福祉法第二十五条の規定による通告を受けた場合においては、当該通告を受けた児童相談所又は福祉事務所

の所長、所員その他の職員及び当該通告を仲介した児童委員は、その職務上知り得た

事項であって当該通告をした者を特定させるものを漏らしてはならない。
（指導を受ける義務等）

第十一条　児童虐待を行った保護者について児童福祉法第二十七条第一項第二号の措置が採られた場合においては、当該保護者は、同号の指導を受けなければならない。

２　前項の場合において保護者が同項の指導を受けないときは、都道府県知事は、当該保護者に対し、同項の指導を受けるよう勧告することができる。

（児童福祉司等の意見の聴取）

第十三条　都道府県知事は、児童虐待を受けた児童について児童福祉法第二十七条第一項第三号の措置が採られ、及び当該児童の保護者について同項第二号の措置が採られた場合

において、当該児童について採られた同項第三号の措置を解除しようとするとき
は、当該児童の保護者について同項第二号の指導を行うこととされた児童福祉司

等の意見を聴かなければならない。

（親権の喪失の制度の適切な運用）
第十五条　民法（明治二十九年法律第八十九号）に規定する親権の喪失の制度は、児童虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の保護の観点からも、適切に運用されなければならない。
・児童福祉法

第二十五条　保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認める児童を
発見した者は、これを福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委員を介して福祉
事務所若しくは　祉事務所若しくは児童相談所に通告しなければならない。ただ
し、罪を犯した満十四歳以上の児童については、この限りでない。この場合に
おいては、これを家庭裁判所に通告しなければならない。
第三十三条の六　児童の親権者が、その親権を濫用し、又は著しく不行跡であるときは、民法
第八百三十四条の規定による親権喪失の宣告の請求は、同条に定める者の

ほか、児童相談所長も、これを行うことができる。
　

・民法

第八三四条　父又は母が、親権を濫用し、又は著しく不行跡であるときは、家庭裁判所は、子の親族又は検察官の請求によって、その親権の喪失を宣告することができる。
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